
新潟県私立高等学校等就学支援補助金交付要綱 

 

 平成２２年４月１日制定 

 平成２４年１０月１８日一部改正 

 平成２６年４月１日一部改正 

 平成３０年６月２９日一部改正 

 令和２年４月１日一部改正 

 令和３年３月２２日一部改正 

令和４年７月１日一部改正 

令和５年４月１日一部改正 

令和８年５月18日一部改正 

 

 （趣旨） 

 第１条  知事は、私立高等学校等のうち第２条に規定する学校に在学する生徒等に対し、私立高等

学校等における教育の機会均等及び自らの希望に応じた教育を受けることのできる環境の整備

を図ることを目的として、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、新

潟県補助金等交付規則（昭和３２年新潟県規則第７号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、この要綱の定めるところによる。 

 

 （補助金の対象等） 

  第２条  この補助金の対象となる生徒等は、次の各号に掲げる私立高等学校等（以下「支給対象高

等学校等」という。）に在学する者のうち、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成２

２年法律第１８号。以下「法」という。）第４条の規定による知事の認定を受けた者（以下「受

給権者」という。）とする。 

  (1) 新潟県内の私立高等学校（専攻科を除く。） 

  (2) 新潟県内の私立専修学校（高等課程に限る。） 

(3) 新潟県内の私立各種学校（次に掲げる国家資格者養成施設の指定を受けているもののうち、

高等学校の課程に類する課程を置くものとして告示で定められたものに限る。） 

      イ 理容師養成施設及び美容師養成施設のうち法令に基づき学校教育法第57条に規定する 

      者（高等学校入学資格者）を入所させるもの 

  ロ 准看護師養成所 

  ハ 調理師養成施設 

  二 製菓衛生師養成施設 

 

 （交付基準） 

 第３条 この補助金は、受給権者がその初日において支給対象高等学校等に在学する月について、

月を単位として受給権者に対し支給するものとする。 

 ２ この補助金の額は、次の各号に掲げる支給対象高等学校の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める額とする。 

  (1) 支給対象高等学校等（第２号及び第３号に掲げるものを除く。） 38,100円を上限として、

知事が法第４条の規定による受給資格の認定の際に定めた支給額 

  (2)  支給対象高等学校等の通信制の課程（第３号に掲げるものを除く。） 28,100円を上限と

して、知事が法第４条の規定による受給資格の認定の際に定めた支給額 

（3） 支給対象高等学校等で生徒等が履修する科目の単位数に応じて授業料の額を定めるもの 

受給権者が当該学校に在学中の各月に支給される補助金の額の総額が1,371,600円を超えない

範囲において、知事が法第４条の規定による受給資格の認定の際に定めた支給額 

 

（交付の条件） 

  第４条  この補助金の交付の決定は、受給権者の委任を受けた支給対象高等学校等の設置者に対し 

て行うものとし、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

    (1) 事業の内容の変更をする場合には、知事の承認を受けること。 



  (2) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

  (3) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに 

知事に報告してその指示を受けること。 

  (4) 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を事業年度終了 

後５年間保存しなければならないこと。 

 

  （補助金の交付申請等） 

 第５条  支給対象高等学校等の設置者は、法第４条の規定に基づく受給資格認定申請書による委任

を受け、受給権者に代わって補助金を受領し、その有する当該受給権者の授業料に係る債権の弁

済に充てるものとする。 

 ２ 補助金の交付の申請をしようとする支給対象高等学校等の設置者が、規則第３条第１項の規定

により提出する申請書は、第１号様式のとおりとし、別に指定する期日までに知事に提出しなけ

ればならない。 

 

 （変更承認申請） 

 第６条  第４条第１号の規定により知事の承認を受けようとする場合には、第２号様式による事業

計画変更承認申請書を知事に提出しなければならない。 

 

 （事業の中止又は廃止の承認申請） 

 第７条  第４条第２号の規定により知事の承認を受けようとする場合には、第３号様式による事業

中止（廃止）承認申請書を知事に提出しなければならない。 

 

 （申請の取下げ） 

  第８条  規則第７条の規定による期日は、補助金の交付決定通知を受理した日から起算して１０日

を経過した日とする。ただし、知事が特に必要と認めるときは、この期日を繰り上げることがあ

る。 

 

  （状況報告） 

  第９条  支給対象高等学校等の設置者は、事業の遂行状況について、知事の要求があったときは、

第４号様式による状況報告書を１０日以内に知事に提出しなければならない。 

 

  （実績報告書） 

  第１０条  規則第１２条の規定による実績報告書及びその添付書類は、第５号様式のとおりとし、

事業の完了した日の翌日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付のあった年度の翌

年度の４月１０日のいずれか早い期日までに知事に提出しなければならない。 

   

  （補助金の概算払） 

  第１１条  補助金は、知事が必要と認めるときは、概算払の方法で交付することができるものとす

る。 

 

  （その他） 

  第１２条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

  附 則 

 この要綱は平成２２年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は平成２４年１０月１８日から施行する。 

 附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は平成２６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

  ２ この要綱の施行日前から引き続き支給対象高等学校等に在学する者については、従前の要綱を 



 適用する。 

 附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は平成３０年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

  ２ 平成２６年３月３１日以前から引き続き支給対象高等学校等に在学する者について適用する従

前の要綱中、第３条第２項の表については、次のとおり読み替えるものとする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

 １ この要綱は令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

  ２ 令和２年４月から６月分までの高等学校等就学支援金の支給に係る第３条第２項の規定につい

ては、次のとおり読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

受給権者の区分 補助金の額

下記以外の受給権者
９，９００円を上限として、知事
が法第５条の規定による受給資格
の認定の際に定めた支給額

法施行令第４条第３項の規定により、同項の定めに基づく
保護者等が道府県民税所得割及び市町村民税所得割を課さ
れない者である受給権者として、知事が法第５条の規定に
よる受給資格の認定の際に法施行令第３条第１項に定める
額に当該額を加えた額を支給額として定めた者

１９，８００円を上限として、知
事が法第５条の規定による受給資
格の認定の際に定めた支給額

法施行令第４条第３項の規定により、同項の定めに基づく
保護者等の道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額
とを合算した額（保護者等が２人いるときは、その全員の
道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額とを合算し

た額）が以下の基準※を満たす受給権者として、知事が法
第５条の規定による受給資格の認定の際に法施行令第３条
第１項に定める額に当該額の２分の１に相当する額を加え
た額を支給額として定めた者

※ ３１，５００円に①、②の合計を加えた額未満である
こと
①１６歳未満の扶養親族の数×３５，５００円
②１６歳以上１９歳未満の扶養親族の数×１８，５００円

１４，８５０円を上限として、知
事が法第５条の規定による受給資
格の認定の際に定めた支給額

 

受給権者の区分 補助金の額
法施行令第１条第２項の規定により、同項の定めに基づく
保護者等の道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額
とを合算した額（保護者等が２人いるときは、その全員の
道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額とを合算し
た額）が５０７，０００円未満である受給権者として、知
事が法第４条の規定による受給資格の認定の際に法施行令
第３条に定める額を支給額として定めた者

９，９００円を上限として、知事が
法第４条の規定による受給資格の認
定の際に定めた支給額

法施行令第４条第２項の規定により、同項の定めに基づく
保護者等の道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額
とを合算した額（保護者等が２人いるときは、その全員の
道府県民税所得割の額と市町村民税所得割の額とを合算し
た額）が２５７，５００円未満である受給権者として、知
事が法第４条の規定による受給資格の認定の際に法施行令
第３条に定める額に当該額の３分の７（通信制の課程にお
いては２分の３）に相当する額を加えた額を支給額として
定めた者

３３，０００円（通信制の課程にお
いては２４，７５０円）を上限とし
て、知事が法第４条の規定による受
給資格の認定の際に定めた支給額



 この要綱は令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は令和４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和４年６月分以前の月分の高等学校等就学支援金の支給に係る第３条第２項の補助金の額につ

いては、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和５年３月分以前の月分の高等学校等就学支援金の支給に係る第３条第２項の補助金の額につ

いては、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は令和８年５月18日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 令和８年３月分以前の月分のこの補助金の支給に係る第３条第２項の補助金の額については、な

お従前の例による。 

３ 高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第８号）の施行

の日前から引き続き支給対象高等学校等に在学する生徒（この法律による改正後の法第３条第１項

に規定する者を除く。）に係る同日以後の補助金の支給については、なお従前の例による。 


